
 

平成２０年度決算健全化判断比率等について 

 

１ 概  要 

 

 健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行に伴

い、毎年度「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来

負担比率」の４つの指標を算定し、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、

公表することとされました。 

 これらの指標をもとに、地方公共団体を「健全段階」、「早期健全化段階」、「再

生段階」に区分して、早期健全化段階では、議会の議決を経て財政健全化計画

を定め、再生段階では、議会の議決と国等の協議を経て財政再生計画を定める

ことが義務付けられました。また、財政再生団体となった場合には、地方債の

発行が制限されます。 

 また、資金不足比率は、公営企業ごとに算定を行い、健全化判断比率と同様

に、早期健全化基準を超えた場合は、早期健全化計画の策定等が義務付けられ

ます。 

 これらの指標は、一般会計のほか公営企業、一部事務組合、土地開発公社、

第三セクター等の経営状況等も含めた、地方公共団体全体の財政状況を総合的

に診断するものとなっており、指標の公表は、平成 19年度決算から、財政健全

化計画等の策定の義務付けは平成 20年度決算から行うこととされました。 

 本市の 20年度決算における各指標は、いずれも早期健全化基準を超えるもの

はなく、健全な状態です。 

 ただし、一般会計、下水道事業会計、病院事業会計（伊那中央行政組合）な

どで地方債の残高が多く、実質公債費比率が高い水準にあり、将来負担比率も

高くなっています。今後は、地方債の償還は順次減少していく見込みですが、

新規の地方債発行の抑制、繰上償還の推進など、一層の健全化に向けた取り組

みが必要であると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 伊那市の指標及び説明 

（単位：％） 

指標名 伊那市 
早期健全化

基   準 

財政再生 

基  準 
指標の説明 

 健全化判断比率 

実質赤字比率 － 12.53 20.00 

 一般会計等を対象とし

た実質赤字の標準財政規

模に対する比率 

連 結 実 質 

赤 字 比 率 
－ 17.53 40.00 

 全会計を対象とした実

質赤字（又は資金不足額）

の標準財政規模に対する

比率 

実質 公債 費 

比 率 
19.5 25.0 35.0 

 一般会計等が負担する

元利償還金及び準元利償

還金（公営企業、一部事務

組合への支出のうち公債

費相当分）の標準財政規模

に対する比率 

将来負担比率 180.4 350.0 

 
 一般会計等が将来負担

すべき実質的な負債の標

準財政規模に対する比率 

資金不足比率 

簡易水道事業 

特 別 会 計 
－ 20.0 

上 水 道 

事 業 会 計 
－ 20.0 

下 水 道 

事 業 会 計 
－ 20.0 

自動 車運 送 

事 業 会 計 
－ 20.0 

 

 資金の不足額の事業規

模に対する比率 

 資金の不足額は、一般会

計等の実質赤字額に相当

するものとして公営企業

ごとに算定した額であり、

事業の規模は、料金収入な

ど主たる営業活動から生

じる収益等に相当する額 

 



 

市町村名

１　財政規模

4,126,692 15,462,654

4,158,014 15,241,539

3,913,853 15,396,629

２　実質公債費比率

12.4 6.4 1.6 2.8 2.1 0.0

14.4 6.4 1.5 2.9 2.0 0.0

13.3 5.6 2.0 1.6 2.0 0.0

13.4 6.1 1.7 2.4 2.0 0.0

３　公債費の状況

4,126,692 2,913,588 4,501,298 2,578,767 1,922,531 2,538,982 1,547,925 991,057

4,158,014 3,170,210 4,830,529 2,637,660 2,192,869 2,497,695 1,520,354 977,341

3,913,853 2,911,901 4,544,668 2,489,284 2,055,384 2,281,086 1,424,569 856,517

実質公債費比率に関する調書（総括表）

伊那市

年度
標準税収入額等
の計

算 入 公 債 費
（交付税措置
額）

算入公債費を
除いた標準税
収入額等

18年度 19,589,346

19年度 19,399,553

20年度 19,310,482

年度 実質公債費比率

実質公債費比
率のうち元利
償還金に係る

率

実質公債費比
率のうち準元
利償還金に係

る率

実質公債費比率のうち準元利償還金に係る率の内訳

公営企業等繰
出金等

一部事務組合
負担金等

債務負担行為
一時借入金利
子

18年度 18.8

19年度 20.8

20年度 18.9

平均 19.5

年度

地方債の償還等に要した経費
内訳

元利償還金 準元利償還金

償還金等の総額 算入公債費 実負担 元利償還金
元利償還金に

係る算入公債
費

元利償還金に
係る実負担

準元利償還金
準元利償還金

に係る算入公
債費

準元利償還金
に係る実負担

20年度 6,825,754

18年度 7,040,280

19年度 7,328,224



 

Ver.1.0.2
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

37,541,722 1,259,115 34,157,380 10,119,724 7,204,379 300,365 0 165,456 134,909 0 0

（分母比） 244 8 222 66 47 2 1 1

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

5,180,467 5,872,814 5,086,899 51,744,904

（分母比） 34 38 33 336

588 408 181

125 25 100

長野県伊那市

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額

公営企業債等

繰入見込額

組合等

負担等見込額

退職手当

負担見込額

設立法人の

負債額等

負担見込額

連結実質

赤字額
組合等連結実質

赤字額負担見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額

算入見込額

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

90,582,685 62,798,185 27,784,500

19,310,482 3,913,853 15,396,629

将来負担比率　（％）

180.4

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

―

総括表④　将来負担比率の状況 （平成20年度）

―

＝ ＝



 将来負担比率の内容 

 

（１）将来負担額 

 

① 地方債現在高  37,541,722千円 

一般会計等の平成 21年３月 31日現在の地方債現在高 

 

② 債務負担行為に基づく支出予定額  1,259,115千円 

ア 土地開発公社買収依頼土地買戻しにかかるもの  252,165千円 

  イ さくらホテル・仙流荘年賦購入代金       129,185千円 

  ウ 農道開設、農道舗装等借入れ償還補助      434,832千円 

エ 上伊那福祉協会老人ホーム・大萱の里償還負担金 428,744千円 

 

③ 公営企業債等繰入見込額  34,157,380千円 

公営企業の地方債残高のうち、一般会計が繰り入れる見込みの金額 

  ア 水道事業会計      342,300千円 

イ 下水道事業会計  32,664,644千円 

ウ 簡易水道事業会計  1,051,750千円 

 

④ 組合等負担等見込額  10,119,724千円 

広域連合、一部事務組合の地方債残高のうち、一般会計が繰り入れる見

込の金額 

  ア 上伊那広域連合          694,465千円 

イ 伊那中央行政組合        8,960,819千円 

ウ 伊那消防組合            30,634千円 

エ 長野県上伊那広域水道用水企業団  418,078千円 

 

⑤ 退職手当負担見込額  7,204,379千円 

職員（一般職、特別職）が、一斉に退職した場合に支払うべき退職手当

の見込額（公営企業会計対象職員を除く。） 

  【対象職員】  特別職 ６名  一般職 791名 

 

⑥ 設立法人の負債額等負担見込額 

ア 土地開発公社  165,456千円 

土地開発公社の負債総額（保有土地、借入金等）から、一般会計等が 

 



買い戻す土地の取得価額及び販売予定土地の取得価額又は時価評価額を

差し引いた金額 

 

イ 第三セクター等  134,909千円 

第三セクター等の損失補償等見込額で、伊那市観光株式会社が羽広荘

改修のために借り入れた借入金残高（全額補助） 

 

（２）充当可能財源等 

 

① 充当可能基金  5,180,467千円 

  一般会計及び特別会計（企業会計を除く。）の基金残高 

 

② 充当可能特定歳入 5,872,814千円 

  都市計画税、住宅使用料など、地方債の償還等に充当すると見込まれる

金額 

 

③ 基準財政需要額算入見込額  51,744,904千円 

  公債費等の将来負担額のうち、普通交付税の算定において基準財政需要

額に算入されると見込まれる金額 


